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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 (千円) 22,635,095 29,599,581 35,319,623 35,790,711 29,993,846

経常利益 (千円) 1,595,243 2,511,654 4,242,059 3,776,462 1,651,621

当期純利益 (千円) 804,971 1,198,380 2,203,713 2,010,624 862,811

持分法を適用した場
合の投資利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 50,000 50,000 150,000 150,000 655,550

発行済株式総数 (株) 1,000 1,000 1,080 86,400 92,340

純資産額 (千円) 2,427,420 3,625,800 5,870,395 7,357,090 9,097,181

総資産額 (千円) 9,665,706 12,859,551 16,208,175 14,598,032 14,159,294

１株当たり純資産額 (円) 2,427,420.41 3,625,800.58 5,342,958.53 85,151.51 98,518.31

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間
配当額） 

(円) 

(円) 

－ 

（－）

100,000

（－）

392,000

（－）

4,600 

（－）

3,000

（－）

１株当たり当期純利
益 

(円) 804,971.57 1,198,380.17 2,091,166.74 23,271.12 9,456.71

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

(円) － － － － 8,083.75

自己資本比率 (％) 25.1 28.2 36.2 50.4 64.2

自己資本利益率 (％) 39.8 39.6 46.4 30.4 10.5

株価収益率 (倍) － － － － 29.6

配当性向 (％) － 8.3 18.7 19.8 31.7

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(千円) － 2,379,850 2,010,738 806,965 △548,276

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(千円) － △892,120 △784,824 △921,975 △395,160

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(千円) － － 99,107 △423,360 846,134

現金及び現金同等物
の期末残高 

(千円) － 3,961,093 5,286,114 4,747,743 4,650,441

従業員数 (名) 
1,200 
〔223〕

1,432
〔344〕

1,611
〔466〕

1,679 
〔469〕

1,608
〔506〕



 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第７期は潜在株式が存在しないため、第８期、第９期及び第10期に

おいてはストックオプション制度導入に伴う新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平

均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５ 第10期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

６ 第７期につきましては、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動、投資活動及び財務活動による

キャッシュ・フローは記載しておりません。 

７ 第８期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けております

が、第７期の財務諸表については監査を受けておりません。 

８ 従業員数欄の〔 〕は、外書にて臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

９ 当社は、平成16年５月15日付で１株につき80株の割合をもって株式分割を行っております。なお、第10期の１株当たり

当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

10 平成17年３月９日付有償一般募集(ブックビルデイング方式による募集)により資本金は、495,550千円、発行済株式総数

は、5,300株増加しております。 

  

  



２【沿革】 

 当社は平成７年８月に株式会社エヌ・アイ・コーポレーションとして設立し旧株式会社ナルミヤ・インターナショナル（昭和

27年12月設立の成宮織物株式会社、のちのナルミヤエンタープライズ株式会社より平成３年７月に分社独立）より営業譲渡を受

け、株式会社ナルミヤ・インターナショナルに商号変更するとともに現在に至っております。従いまして、以下の記載事項につ

きましては成宮織物株式会社から当社に至るまでを記載しております。 

  

 

  

 尚、当社は主要事業に関し、平成７年９月に旧株式会社ナルミヤ・インターナショナル（平成17年９月30日清算済）から営

業譲渡を受けています。また、同社は同事業に関し、平成３年７月にナルミヤエンタープライズ株式会社より営業譲渡を受け

ています。 

 これら２件の資産譲渡には、商法第246条に規定する事後設立に係る株主総会特別決議の手続きが必要です。同条文によれ

ば、これら決議には裁判所の指名する検査役の調査が必要とされますが、両取引ともに資産譲渡時には本手続が未了となって

おりました。事後ながら、両取引とも平成16年１月に東京地方裁判所の指名した検査役の検査を受け、財産価格は適正とする

報告書の下、各譲受人の株主総会の決議を得ております。 

  

(注)株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月30日に清算しております。 

  



  

年月 概要

昭和27年12月 呉服問屋として広島県広島市中区に成宮織物株式会社を設立。 

昭和43年４月 セーターに新しい提案を託したブランド「ノバラ」「バルバラ・アージュ」を展示会発表。 

昭和45年２月 東京都品川区西五反田東京卸売センターに営業所開設。婦人アパレル市場に進出。 

昭和50年４月 大阪府大阪市東区京橋大阪マーチャンダイズマートに大阪支店開設。 

昭和52年６月 福岡県福岡市博多駅前福岡ファッションビルに福岡支店開設。 

昭和54年10月 東京都港区北青山に東京本社を開設し、株式会社ナルミヤに商号変更。 

昭和57年３月 海外ブランド「K-ファクトリー」がニューヨークデビュー。 

昭和58年８月 東京都渋谷区神宮前に第２東京本社ビル開設。 

昭和60年８月 子供向けブランド「MINI-K」を発表。 

昭和63年３月 子供向けブランド「mezzo piano」を発表。 

平成３年７月 株式会社ナルミヤをナルミヤエンタープライズ株式会社に商号変更。同社の呉服事業部とアパ

レル事業部を分社独立。アパレル事業部は、株式会社ナルミヤ・インターナショナルとして発

足。 

平成３年９月 ジュニアブランド「ANGEL BLUE」を発表。 

平成７年８月 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションを設立。 

平成７年８月 レディースブランド「jusqua」を展示会発表。 

平成７年９月 株式会社ナルミヤ・インターナショナルより営業譲受。同時に株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナルへ商号変更。 

平成９年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette」を展示会発表。 

平成10年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette junior」を展示会発表。 

平成10年８月 ジュニアブランド「DAISY LOVERS」を展示会発表。 

平成11年３月 ストリートカジュアルブランド「BLUE CROSS」を展示会発表。 

平成11年８月 ジュニアブランド「mezzo piano junior」を展示会発表。 

平成12年１月 レディースブランド「Pink Papillon」を展示会発表。 

平成13年３月 東急百貨店吉祥寺店にジュニア４ブランド（「mezzo piano junior」「ANGEL BLUE」「DAISY 

LOVERS」「pom ponette junior」）を集結した「JUNIOR CITY」を出店。 

平成14年３月 「JUNIOR CITY」を渋谷109－②に出店し、ファッションビルにおける直営店の展開を開始。

「商品化権許諾契約書」を株式会社バンダイと締結し、以後コラボレーション事業を開始。 

平成14年８月 ジュニアブランド「BLUE CROSS girls」を展示会発表。 

トドラーブランド「DAISY LOVERS Paradise kids」を展示会発表。 

平成14年12月 「JUNIOR CITY」を丸井今井札幌店に出店、喫茶店を併設。 

平成15年２月 柏そごう店にベビー・トドラー４ブランド（「MINI-K」「mezzo piano」「pom ponette」

「DAISY LOVERS Paradise kids」）を集結した「HAPPY TOWN」を出店。 

平成15年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業部門を集約。 

平成16年３月 ベビー・トドラーブランド「MINI-K FACTORY」を展示会発表。 

平成16年８月 ベビー・トドラーブランド「ANGEL BLUE KIDS」を展示会発表。 

平成16年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業・レディース部門を集約。 

平成17年３月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式上場。 

平成17年11月 神奈川県川崎市川崎区に物流センター移転。 



３【事業の内容】 

 当社は、子供服の販売、婦人服の販売、その他の事業を営んでおります。当社が販売する商品は、ベビー（０歳～2.5歳）・ト

ドラー（３歳～９歳）及びジュニア（10歳～15歳）並びにヤングレディス（10代後半～20代以上）を対象とし、商品は全て当社

で企画・開発したものであり複数ブランドにて展開しております。これらの商品は、主に全国主要百貨店（平成18年１月末現在

において958売場の百貨店インショップでは、店頭の在庫管理を自社にて行い自社販売社員が接客販売を行う）及び専門店等にお

ける卸売の他、当社直営店で小売を行っております。その他の事業としましては、ライセンス事業があります。コラボレーショ

ン企業に対し当社の所有するブランド名、キャラクターの商標使用権等を供与し、コラボレーション企業と協力して文具等の商

品開発を行い、ロイヤリティを徴収するビジネスを展開しております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 （注）１ 当社のブランド名称、若しくはキャラクターを使用し、アパレル以外の分野における商品等を製造する企業でありま

す。 



２ 百貨店内の売場において、消費者に対して販売されたものについてのみ仕入が計上される取引であります。 

３ 各事業に於けるブランド名は下記のとおりであります。 

  

  

事業 ブランド名

ジュニアブランド 
ANGEL BLUE・mezzo piano junior・pom ponette junior・DAISY LOVERS・
  
BLUE CROSS girls・BLUE CROSS 

ベビー・トドラーブランド 
MINI-K・mezzo piano・pom ponette・DAISY LOVERS Paradise kids 
  
ANGEL BLUE KIDS 

ヤングレディスブランド jusqua・Pink Papillon



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間平均雇用人数を〔 〕外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

    平成18年１月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,608〔506〕 27.3 4.4 3,320,263 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度における我が国の経済は、企業収益の回復を背景に個人消費が上向き始めるなど、緩やかな回復基調にあるもの

の、原油高の影響による素材価格の高騰などもあり、未だ楽観を許すものではありません。 

このような環境の下で当社は、「世界中の子供たちに夢を与える」という経営理念に基づき、夢のある商品の創造と、夢を叶

えるサービスの提供を行ってまいりました。 

当事業年度においては、新チャネルへの進出として全国５箇所のショッピングセンターへ出店いたしました。また、海外への

進出も積極的に行い、韓国へ５箇所、香港へ４箇所の売場の展開を果たしております。 

しかしながら、百貨店子供服売場への来客数の減少や、ショッピングセンターの相次ぐ設立による専門店の経営悪化などの外

的要因に併せ、顧客ニーズを捉えきれなかったことによる、販売機会の損失等の内的要因のために当事業年度の売上高は昨年の

水準を下回る結果となりました。 

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高299億93百万円（前年同期比16.2％減）、経常利益16億51百万円（前年同期比56.3％

減）、当期純利益８億62百万円（前年同期比57.1％減）と前年を下回って推移しました。 

  

（ジュニアブランド） 

ジュニアブランドにおいては、マーケットの動向として、より大人っぽいアイテムを求める顧客層と、従来通りのキャラク

ターを多用したかわいらしいテイストのアイテムを求める顧客層に二層化されました。この二層化された市場に対処するため、

当社では従来通りのキャラクターを多用したかわいらしいアイテムとは別に、かっこよさを意識した商品を「お姉さんライン」

として、昨年秋物より店頭に投入いたしました。 

これまで当社が開拓してきた、かわいらしさを前面に押し出したアイテムとは大きく異なるテイストを持つこれらの「お姉さ

んライン」の投入は、商品戦略の変更を急ぎすぎたために新商品ラインが顧客に浸透する時間を与えず、そのため顧客からは全

くの別ブランドのように受け止められることとなり、そのためナルミヤブランドとは異なるアイテムであるかのように認識さ

れ、十分な訴求を図ることができませんでした。 

一方で、下期以降は好調に推移しているブランドもあります。男児向けのブランドであるブルークロスにおいては、Ｊリーグ

チーム横浜マリノスとのコラボレーションなどの効果もあって、昨年秋以降は好調に推移いたしております。以上の結果、当事

業年度の売上高は170億60百万円（前年同期比18.6％減）となりました。 

  

（ベビー・トドラーブランド） 

   ベビー・トドラーブランドにおきましては、マーケットの動向として、セレブ系を意識したおしゃれなアイテムを求めるお客

様が多く、またシンプルなテイストのアイテムのニーズも高まっております。 

この結果、セレブ系の商品ラインを持つメゾピアノやポンポネット、シンプルなテイストのアイテムを持つデイジーラヴァーズ

が好調に推移しました。 

しかしながら、ポップカジュアルゾーンにおいて苦戦を強いられたため、主力ブランドであるMINI-Kの売上が低迷して全体を

押し下げる結果となり、前年を下回りました。 

以上の結果、当事業年度の売上高は114億31百万円（前年同期比12.0％減）となりました。 

  

（ロイヤリティ収入） 

  当社は「子供たちのトータルライフをプロデュース」することを目的とし、異業種とのコラボレーションを進めており、それぞ

れの分野のリーディングカンパニーを中心にお子様の生活全般に関わる商品を提供いたしております。当事業年度におきまして

は、新規に株式会社セガトイズ、三交不動産株式会社、タイガー魔法瓶株式会社、株式会社あさひ等との提携を行いました。しか

しながら、当社の主要取引先である文具関連３社の中国での生産分の一部について、当社では当事業年度に計上を計画しておりま

したが、納期のずれにより前事業年度（平成１7年１月期）に計上されたことにより、前年を下回りました。以上の結果、当事業年

度のロイヤリティ収入は、４億４百万円（前年同期比19.6％減）となりました。 

  



(２)キャッシュ・フローの状況 

    当事業年度における現金及び現金同等物は、前事業年度末の残高47億47百万円に対して97百万円減少し、46億50百万円となり

ました。 

    当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  当事業年度における営業活動の結果使用した資金は、５億48百万円(前年同期は８億６百万円の収入)となりました。 

  これは主に、税引前当期純利益15億51百万円、減価償却費４億27百万円、売上債権の減少６億21百万円等の収入があったもの

の、仕入債務の減少10億16百万円や法人税等の支払額14億29百万円等の支出があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度における投資活動の結果使用した資金は、３億95百万円(前年同期は９億21百万円の支出)となりました。 

  これは主に、新規出店及びリニューアル等に伴う有形固定資産取得による支出４億16百万円の支出があったことによるものであ

ります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  当事業年度における財務活動の結果得られた資金は、８億46百万円(前年同期は４億23百万円の支出)となりました。 

  これは、配当金の支払が３億97百万円あったものの株式の発行による収入が12億43百万円あったことによるものであります。 

  



２【生産、仕入及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当事業年度における仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ その他の主な内容は、コラボレーション企業からの商品販売手数料収入等であります。 

事業 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

生産高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド 123 0.5 

ベビー・トドラーブランド 181,557 58.0 

ヤングレディスブランド 104,033 123.3 

合計 285,712 68.0 

事業 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド 7,407,853 84.4 

ベビー・トドラーブランド 5,147,551 89.4 

ヤングレディスブランド 507,120 80.0 

合計 13,062,525 86.1 

事業 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド 17,060,009 81.4 

ベビー・トドラーブランド 11,431,681 88.0 

ヤングレディスブランド 945,252 79.2 

ロイヤリティ収入 404,149 80.4 

その他 152,753 97.3 

合計 29,993,846 83.8 



４ 当事業年度における販売実績をブランド別に示すと、次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

  翌期の我が国経済の見通しといたしましては、原油高による素材価格への影響は今後も続くものの、景気の回復基調は持続す

ると予想されます。このような環境の下で、当社は新たな販売チャネルの開拓を中心に売上の回復を図り、また経費削減による

収益性の向上も引き続き図りたいと考えております。 

具体的には、販路の拡大として、既存百貨店と競合しない地域におけるショッピングセンターやアウトレットへの積極的な売

場の展開、アジア・欧米を中心とした海外進出、インターネットを用いた販売、コラボレーションを通じたお子様の生活全般に

関わる市場への進出等を行います。 

また、収益性の改善のために、地方店舗における販売代行化を進め人件費の削減や、中国国内に物流拠点を設けることによる

物流コストの低減、及び宣伝媒体の選択と集中による広告宣伝費用の削減を行ってまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。当社として必ずし

も事業上のリスクとは考えていない事項につきましても、投資判断の上で、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考え

られる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中における将来に関する事項

は、有価証券報告書提出日(平成18年４月28日)現在において、当社が判断したものであります。当社は、これらのリスク発生の

可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

  

  ブランド

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニア 
ブランド 

ANGEL BLUE 4,561,614 69.0 

mezzo piano junior 3,313,400 82.2 

pom ponette junior 2,473,896 90.1 

DAISY LOVERS 2,909,104 86.8 

BLUE CROSS girls 1,594,923 85.5 

BLUE CROSS 2,207,068 94.1 

小  計 17,060,009 81.4 

ベビー・ 
トドラー 
ブランド 

MINI-K 2,285,545 68.2 

mezzo piano 5,787,849 85.2 

pom ponette 1,792,970 96.9 

DAISY LOVERS Paradise kids 908,392 94.7 

ANGEL BLUE kids 656,924 2,142.1 

小  計 11,431,681 88.0 

ヤング 
レディス 
ブランド 

jusqua 812,076 87.7 

Pink Papillon 133,175 49.7 

小  計 945,252 79.2 



１．消費者の嗜好の変化等によるリスク 

 当社は、流行の変化が早く、商品のライフサイクルが短いファッション衣料業界に属しております。また、景気の変動によ

る個人消費の低迷や他社との競合に伴う市場の変化による影響を受けやすく、当初計画した売上が変動する可能性がありま

す。 

    特に、流行の変化が当社の想定するものと異なり、当社が消費者の嗜好に合致した商品を提供できない場合、販売不振等に

より当社業績に影響が及ぶ可能性があります。また、当社の提供した商品が想定した以上に支持を受けた場合には、短期間で

急激な業績拡大をもたらす可能性がありますが、それが継続する保証はありません。 

  

２．少子化に伴うリスク 

    当社では、消費者の期待に応えられる商品を提供し続ける限りは少子化傾向が直接事業の衰退に結びつく可能性は高くはな

いと考えております。当社は子供服事業に参入以降継続的な成長を遂げております。当社の強みである企画力で、現在の事業

規模を維持・拡大できるものと考えております。 

    また当社の今後の事業戦略である「海外展開」も少子化リスクの回避になると考えております。「海外展開」につきまして

は、既に出店している韓国および香港での売場の増設、及び将来的には台湾、中国、東南アジア諸国、ヨーロッパ、アメリカ

への進出も視野に入れております。 

    現状で市場環境に大きな変調は見られませんが、今後共少子化傾向が続くことにより、企業間競争はより厳しいものになる

と想定され当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ３．気象状況などによるリスク 

    当社が取扱う子供服などのファッション商品は、気象状況により売上が変動しやすいため、生産体制については、リードタ

イムの短縮を図る等の対応をしております。しかし、冷夏暖冬など天候不順および台風などの予測できない気象状況により、

大きな売上を獲得できる時期の業績伸び悩み等で当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    また、地震や風水害等不測の自然災害や突発的な事故や火災等により営業の中断が発生した場合は、売上の減少を引き起こ

す可能性があることから、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．海外に関するリスク 

 当社は、アジア市場での販売展開と仕入コスト削減のため、自社企画商品を中国の縫製メーカーなど海外へ生産委託してお

ります。当社の海外での販売実績は、全体の売上に占める比率としては軽微なものですが、販売展開および委託生産の両面に

おいて、現地における天災、政変や経済情勢、テロや戦争、地政学的問題などの社会情勢、知的財産権訴訟といったリスクが

内在しております。（海外からの仕入は全て円建て取引となっており、為替相場の変動による当社業績への直接的な影響はあ

りません）その場合には、海外での販売実績の低迷や、海外への委託生産が困難になり国内生産の比率を上げる等の問題が生

じる可能性があるため、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５．業績の季節変動に伴うリスク 

 平成18年１月期における上半期・下半期別の売上高は、上半期の14,135百万円（通年の47.1％）に対して、下半期が15,858

百万円（通年の52.9％）となっており、上半期の売上高と比較して、下半期の売上高の比率が高くなっております。その原因

としては、商品単価の違い（上半期：春夏もの、下半期：秋冬もの）、年度内の売場開設・既存店の売場拡大による下半期の

売り場面積の増加等が挙げられます。従って、このような要因によって、今後とも下半期への業績の偏りが生じる可能性があ

ります。 

  



６．知的財産権に関するリスク 

 当社は、社内でデザインしたキャラクター等について商標登録を行っており、国内外で知的財産権の一部である商標権を所

有しており、商標権管理のための社内体制を構築しております。このような社内体制を構築しているにも関わらず、第三者に

よる権利侵害等により、ブランドイメージの低下や商品開発に悪影響を及ぼす等当社業績に影響を与える可能性があります。 

  

７．代表者依存に伴うリスク 

 当社の代表取締役社長である成宮雄三は、当社の代表取締役として経営方針や戦略の決定、商品の企画等において重要な役

割を果たしております。 

 当社では、「創業者である社長個人の能力に依存する経営」から「会社の組織力を前提とした経営」への移行を図っており

ますが、何らかの要因により成宮社長の業務執行ができない事態となった場合、当社の業績へ大きな影響が生じる可能性があ

ります。 

  

８．情報に関するリスク 

 当社は、売場の販売促進活動の一環として、お客様の個人情報を取得し利用しております。個人情報をはじめとする情報管

理につきましては、社内規程の整備や社内教育の徹底により、管理体制を整備しておりますが、万一、外部漏洩事件が発生し

た場合は、社会的信用問題や個人への賠償問題等、業績に影響を与える可能性があります。 

  

９．販売先に関するリスク 

 当社は、販売先の経営状況については、信用度を把握するための内部体制を構築しております。しかしながら、販売先の信

用不安により、予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し追加的な損失や引当の計上が必要となることがあります。この場合、当社業

績に影響を与える可能性があります。 

  

  10．品質に関するリスク 

 当社は、衣料品の品質基準については社内に専門の部署を設置し、適切な基準をもって対応しております。このように社内

管理体制の整備を行っているにもかかわらず、今後、自社又は仕入先などに起因する理由により、商品の製造物責任に関わる

製造物事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージの低下を招いたり損害賠償の請求により、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

当社キャラクター等使用許諾契約 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財務諸表の作

成には、経営者による資産及び負債ならびに収益および費用の報告数値および開示に影響を与える見積りを必要とします。経営

者は、これらの見積りについて過去の実績や状況を勘案し合理的に判断を行なっておりますが、見積り特有の不確実性により、

これらの見積りと実際の結果との間に差異が生じる場合があります。 

 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５[経理の状況]の財務諸表等の「重要な会計方針」に記載しておりますが、

特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りと判断に大きな影響を及ぼすものと考えております。 

(たな卸資産の評価基準及び評価方法) 

 商品・製品につきましては、個別法による原価法を採用しております。ただし、季越の商品で著しく価額が低下し、回復する

見込のないものについては、同種商品の過去の販売実績に照らし評価減を行い、期末たな卸高を評価替え後の金額により計上し

ております。 

(引当金の計上基準) 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③返品調整引当金 

 将来予想される売上返品に備えるため、過去の返品率等を勘案し、当該返品に伴う売上総利益相当額を計上しております。 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。また、数理

計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（３年）による定額法により按分した額を翌期から処

理することとしております。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

①(概要) 

「１ 業績等の概要 (１) 業績」をご参照下さい。 

②(売上高) 

 当事業年度における売上高は299億93百万円(前年同期比16.2％減)となりました。ジュニアブランドは170億60百万円(同18.6％

減)、ベビー・トドラーブランドは114億31百万円(同12.0％減)、ロイヤリティ収入は４億４百万円(同19.6％減)となりまし

た。 

会社名 契約内容 契約期間 

株式会社サカモト他24社 
（平成18年１月31日現在） 

特定の製品に対して当社特定デザイン・キャラク
ターを使用する権利の許諾。 
対価は標準小売価格に対して一定料率を乗じた金
額。 

原則として契約締結日から満１年
（自動更新又は更新あり） 



③(販売管理費及び一般管理費) 

 販売管理費及び一般管理費は、155億７百万円(前年同期比6.5％減少)となり前年同期に比較して10億77百万円減少いたしまし

た。これは主に販売代行化による人件費の削減及び出店にともなう備品・消耗品費の削減によるものであります。 

④(営業外収益、営業外費用) 

 営業外収益は、２億45百万円(前年同期比10.3％増)となり前年同期に比較して23百万円増加いたしました。これは主に仕入割

引の増加及び役員保険の解約による返戻金によるものであります。 

 営業外費用は、35百万円(前年同期比166.6％増)となり前年同期に比較して22百万円増加いたしました。これは主に新株発行費

の発生によるものです。 

⑤(特別損益、法人税等) 

 特別損失は、99百万円(前年同期比49.7％増)となり、前年同期に比較して33百万円増加いたしました。これは改装に伴う固定

資産の除却損の増加及び賃借契約の中途解約による違約金の発生によるものであります。また、法人税等として５億44百万円

(同66.9％減)が発生しております。前年同期に比較して10億99百万円減少しております。これは主に課税所得の減少によるも

のであります。 

  

(3) 当事業年度の財政状態の分析 

①(流動資産) 

 当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末と比較して４億34百万円減少し117億72百万円となりました。 

 その大きな要因は、債権回収の早期化による売掛金の減少５億90百万円及び、支払条件変更による現金及び預金の減少97百万

円、期末在庫の増加１億68百万円によるものであります。 

②(固定資産) 

 当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末と比較して４百万円減少し23億86百万円となりました。その内訳は有

形固定資産で27百万円の増加、無形固定資産で６百万円の減少及び投資その他資産で24百万円の減少となっております。 

 ③(流動負債) 

 当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末と比較して21億56百万円減少し48億77百万円となりました。その大き

な要因は、支払手形の減少19億71百万円、未払法人税等の減少６億74百万円、未払消費税等の減少１億78百万円によるものであ

ります。 

④(資本) 

 当事業年度末における資本の残高は、前事業年度末と比較して17億40百万円増加し90億97百万円となりました。その大きな要

因は増資によるものであります。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①(キャッシュ・フローの状況) 

 当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比較して97百万円少ない46億50百万円となりました。 

 営業活動によって使用された資金は、５億48百万円(前事業年度は８億６百万円の収入)となりました。 

 投資活動によって使用された資金は、前事業年度に比較して５億26百万円少ない３億95百万円となりました。 

 財務活動によって得られた資金は、８億46百万円(前事業年度は４億23百万円の支出)となりました。 

 なお、キャッシュ・フローの詳細は、「第２事業の状況、１.業績等の概要、(２)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり

であります。 

②(資金需要) 

 当事業年度においては、支払条件変更による仕入債務の支払の増加、新規出店・売場改装にともなう有形固定資産取得による

支出がありましたが、株式発行による収入もあり、全額自己資金にてまかなっております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社の設備投資は、小売店舗（取引先）における売場の新設およびリニューアル等による附属設備の入れ替えによる売場の活

性化が中心であります。当事業年度の設備投資は、総額５億17百万円となっております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェアであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

  

    平成18年１月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（名） 建物 

（千円） 

車両運搬具及
び工具、器具
及び備品 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社・東京営業本部 
（東京都港区） 

事務所設備 46,526 42,018
－
(－)

47,269 135,814 341

福利厚生施設 
（東京都世田谷区） 

社員寮 11,804 －
58,240
(198.94)

－ 70,044 0

福利厚生施設 
（川崎市高津区） 

社員寮 3,608 －
8,000
(37.9)

－ 11,608 0

駐車場 
（東京都世田谷区） 

駐車場 － －
232,700
(595.05)

－ 232,700 0

大阪支店 
（大阪市中央区） 

事務所設備 2,357 3,832
－
(－)

147 6,336 90

広島支店 
（広島市中区） 

事務所設備 － 1,025
－
(－)

－ 1,025 21

福岡支店 
（福岡市博多区） 

事務所設備 1,325 2,622
－
(－)

－ 3,947 33

百貨店 
（全国） 
（958ヶ所） 

売場設備 521,707 3,491
－
(－)

－ 525,199 1,094

渋谷109－②店 
（東京都渋谷区） 

売場設備 18,098 －
－
(－)

－ 18,098 13

合計 605,429 52,991
298,940
(831.89)

47,416 1,004,776 1,592



３ 主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

４ 主要なリース設備として、以下のものがあります。 

５ 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 年間賃借料（千円） 

本社・東京営業本部 
（東京都港区） 

事務所設備 513,034 

物流センター 
（東京都品川区） 

物流センター 97,520 

大阪支店 
（大阪市中央区） 

事務所設備 108,414 

広島支店 
（広島市中区） 

事務所設備 14,500 

福岡支店 
（福岡市博多区） 

事務所設備 47,395 

渋谷109－②直営店 
（東京都渋谷区） 

売場設備 67,415 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

本社 
（東京都港区） 

基幹システム 
（ハード及びソフト） 

一式 ５年 4,604 271,674

本社 
（東京都港区） 

基幹システム 
（ハード） 

一式 ５年 9,296 45,554

本社 
（東京都港区） 

展示会ＯＣＲ受注集計
システム 

一式 ５年 3,324 3,878

本社 
（東京都港区） 

会計システム 
（ハード及びソフト） 

一式 ５年 3,912 11,736

本社 
（東京都港区） 

会計システム 
（ＳＥ支援第２フェー
ズ） 

一式 ５年 1,037 3,286

本社 
（東京都港区） 

会計システム 
（ＳＥ支援第３フェー
ズ） 

一式 ５年 600 2,000

本社 
（東京都港区） 

給与システム 一式 ５年 2,472 8,446



３【設備の新設、除却等の計画】 

 設備投資については、市場動向、投資効率等を総合的に勘案し実施しております。 

 なお、平成18年１月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。 

  

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．予算金額には店舗賃借に係る差入保証金が含まれております。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

設備名 設備の内容 
予算金額
（百万円） 

既支払額
資金調達方
法 

着工年月 完成予定年月

ショッピングモール(約10ヶ所)インショップ 店舗新設 407 － 自己資金 平成18年２月 平成19年１月

百貨店インショップ約250店 店舗改装 326 － 自己資金 平成18年２月 平成19年１月

合計 － 734 － － － － 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成14年12月５日臨時株主総会決議 

 （注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除く）、次の

算式により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。また、当社が

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 320,000 

計 320,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年１月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年４月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 92,340 109,300 ジャスダック証券取引所 － 

計 92,340 109,300 － － 

  
事業年度末現在

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個） 144 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   11,520(注２) － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 360,000,000 － 

新株予約権の行使期間 
平成14年12月６日～
平成34年12月６日 

－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  31,250
資本組入額  15,625 

－ 

新株予約権の行使の条件 （注３） － 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   



さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切

に行使価額の調整を行うものとする。 

    ２ 平成16年５月15日付をもつて普通株式１株を80株に分割したことに伴い、新株予約権１個当たり当初１株から、１個当

たり80株となりました。 

３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の子会社及び

関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使することができ

る。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 

  

② 平成14年12月５日臨時株主総会決議 

 （注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除く）、次の

算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。また、当社が

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切

に行使価額の調整を行うものとする。 

    ２ 平成16年５月15日付をもって普通株式１株を80株に分割したことに伴い、新株予約権１個当たり当初１株から、１個当

たり80株となりました。 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割または併合の比率   

  
事業年度末現在

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個） 68 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  5,440(注２) － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 170,000,000 － 

新株予約権の行使期間 
平成16年12月６日～
平成24年12月５日 

－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  31,250
資本組入額  15,625 

－ 

新株予約権の行使の条件 （注３） － 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） － 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割または併合の比率   



３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の子会社及び

関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使することができ

る。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 

  

③ 平成16年12月15日臨時株主総会決議 

（注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除く）、次の

算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。また、当社が

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切

に行使価額の調整を行うものとする。 

２ 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込

金額に付与株式数を乗じた額とする。また、株式１株当たりの払込金額は、株式公開時の発行価格とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の子会社及び

関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使することができ

る。 

  
事業年度末現在

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個） 954 942 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 954 942 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 238,500,000 235,500,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月16日から
 平成26年12月15日まで 

平成18年12月16日から 
 平成26年12月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  250,000
資本組入額 125,000 

発行価格  250,000 
資本組入額 125,000 

新株予約権の行使の条件 （注３） （注３） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） （注４） 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割または併合の比率   



③ 対象者は、当社普通株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された後に株価が新株予約権の行使に際して払込

みをすべき１株当たりの金額を10％以上上回っている場合に限り当社に対して権利行使の申込を行うことができるも

のとすること。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 

  

④ 平成17年４月27日定時株主総会決議 

（注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除く）、次の

算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。また、当社が

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切

に行使価額の調整を行うものとする。 

２ 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込

金額に付与株式数を乗じた額とする。また、株式１株当たりの払込金額は、株式公開時の発行価格とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の子会社及び

関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使することができ

る。 

③ 対象者は、当社普通株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された後に株価が新株予約権の行使に際して払込

みをすべき１株当たりの金額を10％以上上回っている場合に限り当社に対して権利行使の申込を行うことができるも

のとすること。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 

  
事業年度末現在

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個） ５ ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ５ ５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,350,610 1,350,610 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月28日から
 平成27年４月27日まで 

平成19年４月28日から 
 平成26年４月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  270,122
資本組入額 135,061 

発行価格  270,122 
資本組入額 135,061 

新株予約権の行使の条件 （注３） （注３） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） （注４） 

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１   

  分割または併合の比率   



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 新株予約権の行使による増加であります。 

２ 株式分割（１：80）によるものであります。 

３ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

  発行株数     5,300株 

  発行価格    250,000円 

  資本組入額    93,500円 

  払込金総額 1,245,500千円 

４ 新株予約権の行使による増加であります。 

５ 平成18年２月１日から平成18年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が16,960株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ265,000千円増加しております。 

  

(4）【所有者別状況】 

  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年12月26日 
（注１） 

80 1,080 100,000 150,000 100,000 100,000

平成16年５月15日 
（注２） 

85,320 86,400 － 150,000 － 100,000

平成17年３月８日 
（注３） 

5,300 91,700 495,550 645,550 749,950 849,950

平成17年12月28日 
（注４） 

640 92,340 10,000 655,550 10,000 859,950

    平成18年１月31日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － ８ 10 69 17 ２ 6,323 6,429 － 

所有株式数
（株） － 5,495 596 5,490 9,699 ２ 71,058 92,340 － 

所有株式数の
割合（％） － 5.95 0.65 5.95 10.51 0.00 76.94 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    平成18年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

成宮 雄三 東京都世田谷区用賀１-４-４ 19,360 20.97 

成宮 一雄 東京都目黒区東が丘２-１-15-208 12,440 13.47 

成宮 正雄 東京都世田谷区用賀１-４-４ 5,070 5.49 

成宮 道雄 東京都世田谷区用賀１-４-４ 5,070 5.49 

有限会社ＫＭＲ 東京都目黒区東が丘２-１-15-208 4,800 5.20 

成宮 俊雄 東京都杉並区高井戸東３-16-５ 4,000 4.33 

成宮 房子 東京都世田谷区用賀１-４-４ 4,000 4.33 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１-８-11 2,741 2.97 

ビービーエイチ ルクス フ
ィデリティ ファンズ ジャ
パン スモーラー カンパニ
ーズ(常任代理人 株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行 カスト
ディ業務部) 

37,RUE NOTRE-DAME,LUXEMBOURG GRAND 
DUCHY OF LUXEMBOURG(東京都千代田区丸の
内２-７-１) 

2,373 2.57 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌ エイ ロンドン
(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND(東京都中央区日本橋兜
町６-７) 

2,336 2.53 

計 － 62,190 67.35 

    平成18年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   92,340 92,340 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 92,340 － － 

総株主の議決権 － 92,340 － 

    平成18年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下の通りであります。 

① 第１回新株予約権 

  

② 第２回新株予約権 

  

③ 第３回新株予約権 

  

決議年月日 平成14年12月５日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役(1)、従業員(1)

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況を参照

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成14年12月５日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役(1)、従業員(1)

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況を参照

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成16年12月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役(6)、監査役(1)、従業員(132) 

新株予約権の目的となる株式の種類 (２)新株予約権等の状況を参照

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



④ 第４回新株予約権 

  

⑤ 第５回新株予約権 

 （注）１ 付与対象者は、後日開催される当社取締役会決議をもって決定いたします。 

    ２ ①各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

      ②その他の条件については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた対象者との間で

締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

  

  

  

決議年月日 平成17年４月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員(1)

新株予約権の目的となる株式の種類 (２)新株予約権等の状況を参照

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成18年４月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び従業員（注１） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,000株を上限

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額 

新株予約権の行使期間 平成20年４月28日～平成28年４月27日 

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、将来の企業体質の強化および積極的な事業展開のために内部留保を続けることと業績に見

合った配当を目指していくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり3,000円の配当を実施することに決定いたしました。この結

果、当期の配当性向は31.7%となりました。 

 内部留保資金につきましては、新規ブランド開発のための資金や、新規出店および売場改装のための設備資金に充当し、事業

の拡大および利益の向上に努めていきたく考えております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年３月９日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあ

りません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高（円） － － － － 442,000 

最低（円） － － － － 194,000 

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月

最高（円） 265,000 256,000 229,000 252,000 236,000 289,000 

最低（円） 231,000 206,000 194,000 215,000 196,000 216,000 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

代表取締役 社長 成宮 雄三 昭和11年10月12日生

昭和34年４月 株式会社髙島屋入社 

昭和50年３月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

同社取締役常務 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

代表取締役社長 

平成７年８月 当社代表取締役社長（現任） 

27,200

常務取締役 東京営業本部長 林原 剛 昭和22年１月30日生

昭和44年４月 (株)東食入社 

昭和49年２月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

取締役東京営業本部長 

平成７年８月 当社取締役東京営業本部長 

平成13年２月 同常務取締役東京営業本部長

（現任） 

－

常務取締役 
管理本部長兼 
経営企画室長 

中村 吉次郎 昭和18年１月28日生

昭和41年４月 株式会社福岡相互銀行入行 

昭和52年５月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

取締役総務部長 

平成５年８月 同取締役福岡支店長 

平成７年８月 当社取締役福岡支店長 

平成15年４月 同監査役 

平成16年４月 同取締役福岡支店長 

平成17年４月 同取締役管理本部副本部長（大

阪支店、福岡支店管掌） 

平成17年６月 同取締役管理本部長 

平成18年２月 同常務取締役管理本部長兼経営 

       企画室長（現任） 

－



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 
大阪支店長兼広
島支店管掌 

岩谷 圭介 昭和22年３月９日生

昭和45年３月 カバヤ食品(株)入社 

昭和58年２月 株式会社ナルミヤ（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年２月 同大阪支店経理部長 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

大阪支店経理部長 

平成７年８月 当社大阪支店長 

平成12年11月 同大阪支店長兼広島支店長 

平成13年２月 同取締役大阪支店長兼広島支店

長 

平成16年７月 同取締役大阪支店長兼広島支店

管掌(現任) 

－

取締役 
企画室チーフデ
ィレクター 

佐々木 絹子 昭和30年８月13日生

昭和52年４月 株式会社フジスター入社 

昭和62年10月 株式会社ナルミヤ（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

企画チーフデザイナー 

平成７年８月 当社企画ディレクター 

平成13年２月 同取締役企画ディレクター 

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター（現任） 

－

取締役 
生産管理部長 
兼新規事業開 
発室長 

西浦 宣和 昭和28年９月24日生

昭和51年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

企画室長 

平成７年８月 当社生産管理室長 

平成16年４月 同取締役生産管理室長 

平成16年９月 同取締役新規事業開発室長兼プ

レス室管掌 

平成18年３月 同取締役生産管理部長兼新規事

業開発室長(現任) 

－



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 
東京営業本部 
営業統括部長 

青木 日出治 昭和31年４月12日

昭和55年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

マネージャー 

平成12年４月 当社子供服営業統括部長 

平成17年４月 同取締役東京営業本部営業統括

部長(現任) 

－

取締役 
大阪支店 

 営業統括部長 
福永 博之 昭和27年７月18日

昭和52年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

チーフマネージャー 

平成４年４月 当社第一事業部長 

平成12年４月 同大阪支店営業統括部長 

平成17年４月 同取締役大阪支店営業統括部長

(現任) 

－

取締役 
企画室チーフデ
ィレクター 

松下 東海雄 昭和36年４月21日生

昭和59年４月 株式会社レナウン入社 

平成２年10月 同社退社 

平成２年11月 株式会社東京セントラルモード

入社 

平成５年３月 同社退社 

平成５年５月 株式会社イノセンテ入社 

平成９年３月 同社退社 

平成９年３月 デザインネットワーク設立 

平成10年３月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル入社企画室チーフデザ

イナー 

平成13年２月 同企画ディレクター 

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター(現任) 

－



 （注）１．成宮織物株式会社は昭和54年10月に株式会社ナルミヤに、平成３年７月に株式会社ナルミヤからナルミヤエンタープラ

イズ株式会社に商号変更しております。 

２. 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月に清算しております。 

３. 常勤監査役 橋本光春、監査役 戸田 英及び監査役 小川賢一は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律第18条第１項に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

常勤監査役 － 橋本 光春 昭和23年２月26日生

昭和45年４月 株式会社太陽銀行入行（現 株

式会社三井住友銀行） 

平成９年10月 同行退社 

平成９年11月 さくらフレンド証券株式会社入

社 

平成15年３月 同社退社 

平成15年４月 株式会社トーメイ入社 

平成18年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル常勤監査役（現任） 

－

監査役 － 戸田 英 昭和10年１月31日生

昭和34年３月 株式会社髙島屋入社 

昭和62年２月 同社東京店店次長（人事、総

務、経理、物流担当） 

平成３年３月 株式会社横浜髙島屋横浜店店次

長（経理担当） 

平成５年３月 髙島屋クレジット株式会社代表

取締役社長 

平成７年６月 アディロン株式会社監査役 

平成16年４月 同社退任 

平成16年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル監査役（現任） 

－

監査役 － 小川 賢一 昭和40年８月10日生

平成２年９月 公認会計士辻会計事務所入所 

平成17年６月 辻・本郷税理士法人退社 

平成17年７月 あいわ税理士法人入社 

平成18年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル監査役（現任） 

－

    計 27,200



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 基本的な考え方 

   当社は、顧客や株主をはじめとするすべてのステークホルダーの視点から、企業経営の効率性、透明性を高めることを通じて

企業価値の持続的な向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としております。 

  

(2) 会社の機関の内容および内部統制の整備の状況 

   ①当社は取締役会を原則月に１回開催し、必要の都度臨時取締役会を開催し重要事項の決定を行っております。取締役会は当

事業年度末現在10名で構成されており、それぞれの役割分担を明確化して職務にあたっております。 

②当社は監査役制度を採用しており、当事業年度末現在監査役２名（常勤監査役１名）で取締役会の監視、取締役の業務執行

に対する監督および会計監査を行っております。 

③当社における内部統制の整備・運用は、リスクマネジメントの観点から会社の財産保全と業務の効率性向上に焦点をあて、

経営企画室が業務処理の実態を調査し、業務改善の提案、不測の事態に備え予防策の策定を行っております。また、経営企画

室の内部監査担当者１名が毎月業務監査を実施しております。 

④コンプライアンスにつきましては、法令遵守はもとより、全社員が誠実かつ適切な行動ができるよう、随時社員教育を行

い、倫理観および価値観の共有を図っております。なお、高度な法律判断を必要とする場合、顧問弁護士から適時アドバイス

を受けております。 

  

当社の内部統制システムとリスク管理体制の整備状況は以下のとおりであります。 

 

  

(3) 会計監査の状況 

   会計監査業務については、中央青山監査法人と監査契約を締結しております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員       坂本 裕子 

指定社員 業務執行社員       湯浅 信好 

指定社員 業務執行社員       村田 征仁 

（注）１ 継続監査年数は、７年以内であるため記載を省略しております。 

    ２ 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士５名、会計士補６名、その他１名であります。 

  

(3) 役員報酬の内容 

 当社の取締役は全員社内取締役であり、当事業年度におけるこれらの取締役に対する報酬は総額292百万円であります。また、

当社の監査役に対する報酬は総額９百万円であります。 

  



(4) 監査報酬の内容 

当社は、中央青山監査法人と証券取引法に基づく監査について監査契約を締結しており、当事業年度における公認会計士法第

２条第１項に規定する業務に基づく報酬は総額16百万円であります。 

  

(5) 社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

社外監査役との利害関係はありません。 

  

第５【経理の状況】 

  

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日まで）及び当事業年度

（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

   
前事業年度

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   4,747,743 4,650,441 

２ 受取手形   67,876 52,024 

３ 売掛金   5,192,905 4,601,913 

４ 商品・製品   1,835,211 2,003,797 

５ 原材料   2,640 3,049 

６ 仕掛品   2,686 4,803 

７ 前払費用   64,750 78,028 

８ 繰延税金資産   215,839 75,546 

９ 未収入金   11,215 74,528 

10 未収法人税等   － 154,729 

11 その他   80,053 87,478 

貸倒引当金   △13,707 △13,500 

流動資産合計   12,207,214 83.6 11,772,841 83.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  1,788,325 1,949,788  

減価償却累計額  1,195,977 592,347 1,344,359 605,429 

(2）車両運搬具  13,531 13,824  

減価償却累計額  9,436 4,095 9,020 4,803 

(3）工具、器具及び備品  84,885 114,491  

減価償却累計額  50,256 34,628 66,304 48,187 

(4）土地   298,940 298,940 

有形固定資産合計   930,011 6.4 957,360 6.8

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア   54,361 47,416 

無形固定資産合計   54,361 0.4 47,416 0.3



   
前事業年度

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   21,913 38,659 

(2）長期貸付金   8,178 3,887 

(3）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  39,104 33,912 

(4）繰延税金資産   79,738 69,382 

(5）差入保証金   930,639 880,416 

(6）保険積立金   319,116 347,296 

(7）その他   40,625 40,625 

貸倒引当金   △32,872 △32,504 

投資その他の資産合計   1,406,444 9.6 1,381,675 9.8

固定資産合計   2,390,817 16.4 2,386,452 16.9

資産合計   14,598,032 100.0 14,159,294 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形   3,051,717 1,080,046 

２ 買掛金   1,399,349 2,354,945 

３ 未払金   582,886 396,075 

４ 未払費用   518,445 446,240 

５ 未払法人税等   674,989 － 

６ 未払消費税等   178,590 － 

７ 前受金   36,197 47,434 

８ 預り金   188,290 71,580 

９ 賞与引当金   156,060 102,343 

10 返品調整引当金   23,171 30,065 

11 設備支払手形   223,570 348,879 

12 その他   1,112 298 

流動負債合計   7,034,381 48.2 4,877,910 34.5

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金   186,314 163,947 

２ 預り保証金   20,245 20,255 

固定負債合計   206,560 1.4 184,203 1.3

負債合計   7,240,942 49.6 5,062,113 35.8

     



  

  

   
前事業年度

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  150,000 1.0 655,550 4.6

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  100,000 859,950  

   資本剰余金合計   100,000 0.7 859,950 6.1

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  12,500 12,500  

２ 任意積立金    

   別途積立金  4,000,000 6,000,000  

３ 当期未処分利益  3,094,278 1,559,650  

利益剰余金合計   7,106,778 48.7 7,572,150 53.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  311 0.0 9,530 0.0

資本合計   7,357,090 50.4 9,097,181 64.2

負債資本合計   14,598,032 100.0 14,159,294 100.0

     



②【損益計算書】 

  

  
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  35,790,711 100.0 29,993,846 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 商品・製品期首たな卸高 2,109,144 1,835,211  

２ 当期商品仕入高 15,162,539 13,062,525  

３ 当期製品製造原価 225,667 143,114  

合計 17,497,351 15,040,850  

４ 商品・製品期末たな卸高 1,835,211 15,662,139 43.7 2,003,797 13,037,052 43.5

返品調整引当金繰入額  23,171 30,065 

返品調整引当金戻入額  △47,213 △23,171 

売上総利益  20,152,614 56.3 16,949,899 56.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  16,585,085 46.3 15,507,797 51.7

営業利益  3,567,528 10.0 1,442,102 4.8

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 711 795  

２ 仕入割引 204,874 217,303  

３ 雑収入 16,811 222,397 0.6 27,314 245,413 0.8

Ⅴ 営業外費用   

１ 売上割引 5,383 －  

２ 新株発行費 － 21,925  

３ 株式公開費用 － 8,841  

４ 雑損失 8,080 13,464 0.0 5,126 35,893 0.1

経常利益  3,776,462 10.6 1,651,621 5.5

    



  

   
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※２ 66,528 69,905  

２ 賃借契約解約違約金  － 66,528 0.2 29,716 99,622 0.3

税引前当期純利益   3,709,934 10.4 1,551,999 5.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 1,644,485 544,864  

法人税等調整額  54,824 1,699,309 4.8 144,322 689,187 2.3

当期純利益   2,010,624 5.6 862,811 2.9

前期繰越利益   1,083,654 696,838 

当期未処分利益   3,094,278 1,559,650 

     



製造原価明細書 

  

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  55,923 27.2 54,427 37.5

Ⅱ 外注加工費  149,792 72.8 90,803 62.5

当期総製造費用  205,716 100.0 145,231 100.0

期首仕掛品たな卸高  22,637 2,686 

合計  228,353 147,917 

期末仕掛品たな卸高  2,686 4,803 

当期製品製造原価  225,667 143,114 

    

  原価計算の方法 原価計算の方法 

  原価計算の方法は、品番別の 

実際個別原価計算であります。 

同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 3,709,934 1,551,999 

減価償却費 498,177 427,575 

退職給付引当金の増加（△：減少）額 4,382 △22,367 

貸倒引当金の減少額 △18,056 △574 

賞与引当金の減少額 △17,340 △53,716 

返品調整引当金の増加（△：減少）額 △24,042 6,894 

受取利息 △711 △795 

有形固定資産除却損 66,528 69,905 

売上債権の減少額 1,038,739 621,901 

たな卸資産の減少（△：増加）額 296,466 △171,113 

仕入債務の減少額 △1,942,873 △1,016,074 

その他流動資産の増加額 △115,616 △28,867 

その他流動負債の減少額 △5,310 △526,042 

役員賞与の支払額 △100,000 － 

その他 1,513 21,935 

小計 3,391,792 880,659 

利息及び配当金の受取額 711 795 

法人税等の支払額 △2,585,538 △1,429,731 

営業活動によるキャッシュ・フロー 806,965 △548,276 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

貸付金の回収による収入 3,016 5,663 

有形固定資産の取得による支出 △703,385 △416,700 

無形固定資産の取得による支出 △46,428 △4,963 

差入保証金の差入による支出 △396,351 △99,727 

差入保証金の返還による収入 388,357 149,950 

保険積立金の積立による支出 △125,356 △118,142 

保険積立金の解約による収入 － 89,962 

その他 △41,827 △1,202 

投資活動によるキャッシュ・フロー △921,975 △395,160 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

配当金の支払額 △423,360 △397,440 

株式発行による収入 － 1,243,574 

財務活動によるキャッシュ・フロー △423,360 846,134 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加（△：減少）額 △538,370 △97,302 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,286,114 4,747,743 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 4,747,743 4,650,441 

  



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（平成17年４月27日） 
当事業年度 

（平成18年４月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  3,094,278 1,559,650 

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金  397,440 277,020

２ 任意積立金  

(1）別途積立金  2,000,000 2,397,440 1,000,000 1,277,020 

Ⅲ 次期繰越利益  696,838 282,630 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 同左 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

により評価しております（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）。 

  

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

① 商品・製品 ① 商品・製品 

個別法による原価法 同左 

   ただし、季越の商品で著しく価額

が低下し、回復する見込のないもの

については、同種商品の過去の販売

実績に照らし評価減を行い、期末た

な卸高を評価替え後の金額により計

上しております。 

  

   当該評価減の金額は197,502千円

であります。 

 当該評価減の金額は297,419千円

であります。 

  ② 原材料 ② 原材料 

  個別法による原価法 同左 

  ③ 仕掛品 ③ 仕掛品 

  個別法による原価法 同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得の建物

（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

同左 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間に基づ

く定額法を採用しております。 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 ────── ① 新株発行費 

    

  

支出時に全額費用処理しておりま 

す。 

５ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

同左 



  

追加情報 
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項目 
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  ③ 返品調整引当金 ③ 返品調整引当金 

   将来予想される売上返品に備えるた

め、過去の返品率等を勘案し、当該返

品に伴う売上総利益相当額を計上して

おります。 

同左 

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。また、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間内

の一定年数（３年）による定額法によ

り按分した額を翌期から処理すること

としております。 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
 至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日） 

―――― 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が55,146千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が55,146千円

減少しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
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前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度
（平成18年１月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数 普通株式 320,000株

発行済株式総数 普通株式 86,400株

授権株式数 普通株式 320,000株

発行済株式総数 普通株式 92,340株

 ２ 配当制限  ２ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は311

千円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

9,530千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
  
(1）販売促進費 760,187千円

(2）給与手当 4,962,178千円

(3）雑給与 3,213,359千円

(4）法定福利費 781,488千円

(5）賞与引当金繰入額 156,060千円

(6）減価償却費 498,177千円

(7）地代家賃 875,898千円

(8）備品・消耗品費 873,916千円

(9）貸倒引当金繰入額 18,451千円
  

(1）販売促進費 971,558千円

(2）給与手当 4,839,895千円

(3）雑給与 3,134,707千円

(4）法定福利費 600,934千円

(5）賞与引当金繰入額 102,343千円

(6）減価償却費 427,575千円

(7）地代家賃 896,444千円

(8）備品・消耗品費 721,231千円

 販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

 販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 
  

販売費に属する費用 約44％

一般管理費に属する費用 約56％

販売費に属する費用 約53％

一般管理費に属する費用 約47％

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

  

建物 62,470千円

工具、器具及び備品 4,057千円

合計 66,528千円

建物 69,206千円

工具、器具及び備品 572千円

車両運搬具 127千円

合計 69,905千円

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年１月31日現在） （平成18年１月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 4,747,743千円

現金及び現金同等物 4,747,743千円

現金及び預金勘定 4,650,441千円

現金及び現金同等物 4,650,441千円



（リース取引関係） 
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前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① 車両運搬具 ① 車両運搬具 
  

取得価額相当額 4,858千円

減価償却累計額相当額 2,625千円

期末残高相当額 2,232千円

取得価額相当額 4,858千円

減価償却累計額相当額 3,839千円

期末残高相当額 1,018千円

② 工具、器具及び備品 ② 工具、器具及び備品 
  

取得価額相当額 96,913千円

減価償却累計額相当額 42,046千円

期末残高相当額 54,867千円

取得価額相当額 417,766千円

減価償却累計額相当額 73,902千円

期末残高相当額 343,864千円

③ ソフトウエア ③ ソフトウエア 
  

取得価額相当額 51,105千円

減価償却累計額相当額 13,858千円

期末残高相当額 37,247千円

取得価額相当額 50,701千円

減価償却累計額相当額 23,801千円

期末残高相当額 26,899千円

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 31,466千円

１年超 65,641千円

合計 97,108千円

１年内 88,569千円

１年超 287,142千円

合計 375,711千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 34,607千円

減価償却費相当額 32,241千円

支払利息相当額 2,472千円

支払リース料 61,872千円

減価償却費相当額 49,490千円

支払利息相当額 4,612千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

同左 

２ オペレーティングリース取引 ２         ────── 

未経過リース料   
  

１年内 3,374千円

１年超 2,042千円

合計 5,417千円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年１月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

当事業年度（平成18年１月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 
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  種類 

前事業年度（平成17年１月31日） 

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 21,388 21,913 525 

(2）債券 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 21,388 21,913 525 

  種類 

当事業年度（平成18年１月31日） 

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 22,589 38,659 16,069 

(2）債券 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 22,589 38,659 16,069 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

  

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度を併用し

ております。 

同左 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 
  
(1）退職給付債務 △425,122千円

(2）年金資産 255,730千円

(3）未認識数理計算上の差異 △16,922千円

(4）退職給付引当金 △186,314千円

(1）退職給付債務 △469,382千円

(2）年金資産 320,635千円

(3）未認識数理計算上の差異 △15,200千円

(4）退職給付引当金 △163,947千円

 （注） 当社は総合設立代行型の東京既製服厚生年金

基金に加入しており、掛金の拠出割合により

計算した年金資産は、5,471,244千円であり

ます。 

 （注） 当社は総合設立代行型の東京既製服厚生年金

基金に加入しており、当該厚生年金基金制度

は退職給付会計実務指針第33項の例外処理を

行う制度であります。同基金の報告に基づく

年金資産の残高は78,203,585千円であり、当

社の掛金の拠出割合は14.19％となってお

り、この拠出割合に基づき年金資産を計算し

た場合には11,099,570千円となります。 

なお、前事業年度末における同基金に対する

当社の掛金拠出割合は8.73％であります。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 
  
(1）勤務費用 358,746千円

(2）利息費用 8,130千円

(3）期待運用収益 △3,067千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 10,154千円

(5）退職給付費用 373,963千円

(1）勤務費用 350,164千円

(2）利息費用 8,570千円

(3）期待運用収益 △3,808千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 1,255千円

(5）退職給付費用 356,182千円

 （注） 上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠

出金256,483千円が含まれています。 

 （注） 上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠

出金246,989千円が含まれています。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率 2.0％ 

(3）期待運用収益率 1.5％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数 ３年 

（発生年度の翌期から定額法で処理）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率 2.0％ 

(3）期待運用収益率 1.5％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数 ３年 

（発生年度の翌期から定額法で処理）



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度
（平成18年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産  

未払事業税否認 50,514千円

賞与引当金損金算入限度超
過額 

63,506千円

返品調整引当金損金算入限
度超過額 

9,429千円

有償支給繰延利益否認額 27,936千円

退職給付引当金損金算入限
度超過額 

75,818千円

決算賞与否認額 55,462千円

その他 13,123千円

繰延税金資産合計 295,790千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 △213千円

繰延税金負債合計 △213千円

繰延税金資産の純額 295,577千円
  

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超
過額 

49,772千円

返品調整引当金損金算入限
度超過額 

13,953千円

有償支給繰延利益否認額 17,196千円

退職給付引当金損金算入限
度超過額 

66,710千円

その他 15,500千円

繰延税金資産合計 163,132千円

繰延税金負債  

未収事業税 △11,664千円

その他有価証券評価差額 △6,538千円

繰延税金負債合計 △18,203千円

繰延税金資産の純額 144,929千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 42.0％

（調整）   

留保金課税 3.3 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割 0.1 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8％

法定実効税率 40.6％

（調整）   

留保金課税 4.4 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割 0.9 

その他 △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 当社が賃借している事務所の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払及び担保の提供はありません。債務保証

につきましては、平成16年９月をもって解消しております。また、取引金額につきましては、対象となる事務所の賃借

料（平成16年２月１日～平成16年９月30日）を記載しております。 

    ２ 当社が賃借している事務所及び店舗の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払及び担保の提供はありません。 

      ①事務所に対する債務保証：債務保証につきましては、平成16年９月をもって解消しております。また、取引金額につ

きましては、対象となる事務所の賃借料（平成16年２月１日～平成16年９月30日）を記載しております。 

      ②店舗に対する債務保証：取引金額につきましては、対象となる店舗の年間賃借料(平成16年２月１日～平成17年１月31

日)を記載しております。 

    ３ 取引内容につきましては、役務に対する報酬であり、平成15年４月に嘱託契約を締結し、その後、平成16年４月に雇用

労働契約、同年11月に顧問契約を締結しております。尚、顧問契約は同年11月末をもつて解消しております。また、嘱

託料につきましては、同契約に基づくものであり、支給対象期間は、平成16年２月から同年11月までの金額を記載して

おります。 

    ４ 資金の貸付金利は年利1.375％としております。 

    ５ 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションとの取引につきましては、平成16年２月をもって解消しております。 

    ６ 地代家賃につきましては、近隣の取引実勢に基づいた価格によっております。 

    ７ ナルミヤエンタープライズ株式会社との取引につきましては、平成16年５月をもって解消しております。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 成宮俊雄 － － 
当社取締
役会長 

（被所有）
直接 5.6％ 

－ －
不動産賃貸借
に伴う被債務
保証（注１） 

95,199 － －

役員かつ
主要株主 

成宮雄三 － － 
当社代表
取締役社
長 

（被所有）
直接39.2％ 

－ －
不動産賃貸借
に伴う被債務
保証（注２） 

192,000 － －

  
役員及び
代表取締
役社長の
配偶者 
  

成宮房子 － － 当社嘱託 
(被所有)
直接 
 4.6％ 

－ －
嘱託料
(注３) 

9,000 － －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

株式会社
エヌ・ア
イ・コー
ポレーシ
ョン 

東京都
渋谷区 

50,000 
不動産賃
貸業 

－ 
兼任
５名 

なし
資金の回収
(注４・５) 

1,652 短期貸付金 －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

ナルミヤ
エンター
プライズ
株式会社 

広島市
西区 

25,000 
不動産賃
貸業 

－ 
兼任
２名 

不動産
の賃借 

賃借料の支払
(注６・７) 

3,892 地代家賃 －



当事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

役員及び個人主要株主等 

  （注） 当社が賃借している店舗の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払及び担保の提供はありません。債務保証に

つきましては、平成17年３月をもって解消しております。 

      取引金額につきましては、対象となる店舗の賃借料(平成17年２月１日～平成17年３月８日)を記載しております。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員かつ
主要株主 

成宮雄三 － － 
当社代表
取締役社
長 

（被所有）
直接21.0％ 

－ －
不動産賃貸借
に伴う被債務
保証（注） 

7,150 － －



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  

１株当たり純資産額 85,151円51銭

１株当たり当期純利益 23,271円12銭

１株当たり純資産額 98,518円31銭

１株当たり当期純利益 9,456円71銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、ストックオプション制度導入に伴う新株予約権

残高がありますが、当社株式は非上場であるため、期中

平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

8,083円75銭

 当社は、平成16年５月15日付で株式１株につき80株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  

  

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、ストックオプション制度導入に伴う新株予
約権残高がありますが、当社株式は非上場であり、期
中平均株価が把握できませんので記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 66,786円98銭

１株当たり当期純利益 26,139円58銭

  
前事業年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 2,010,624 862,811 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与額） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,010,624 862,811 

期中平均株式数（株） 86,400 91,238 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 15,496 

（うち新株予約権） (－) (15,496) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権３種類 

（新株予約権の数1,305個） 

新株予約権の概要は「第４ 提出

会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数５個） 

新株予約権の概要は「第４ 提出

会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．株式上場について 

 当社は、平成17年２月３日に株式会社ジャスダック証

券取引所より上場承認を受け、平成17年３月９日株式会

社ジャスダック証券取引所に株式上場いたしました。株

式上場にあたり、平成17年２月３日および同年２月18日

開催の取締役会において新株式発行を決議し、平成17年

３月８日に下記のとおり払込が完了いたしました。この

結果、平成17年３月９日付で資本金は、645,550千円、

発行済株式総数は91,700株となりました。 

１．新株予約権の行使による増資 

①平成18年２月２日付での第２回新株予約権の行使に

より、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 320株 

資本金：   5,000千円 

資本準備金： 5,000千円 

②平成18年３月10日付での第２回新株予約権の行使に

より、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 320株 

資本金：   5,000千円 

資本準備金： 5,000千円 

③平成18年３月17日付での第１回新株予約権の行使に

より、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 6,400株 

資本金：   100,000千円 

資本準備金： 100,000千円 

④平成18年３月23日付での第１回及び２回新株予約権

の行使により、株式数等が以下のとおり増加致しま

した。 

株式数：   普通株式 9,920株 

資本金：   155,000千円 

資本準備金： 155,000千円 

  

これにより、３月23日現在の発行済株式の総数は

109,300株、資本金は920,550千円、資本準備金は

1,124,950千円となっております。 

  

  

① 発行新株式 普通株式 5,300株 

② 募集方法 一般募集   

(ブックビルディング方式) 

③ 新株式発行後の

発行済株式数 

    

91,700株 

④ 発行価格 １株につき 250,000円 

⑤ 引受価額 １株につき 235,000円 

⑥ 発行価額 １株につき 187,000円 

⑦ 資本組入額 １株につき 93,500円 

⑧ 発行価額の総額   991,100千円 

⑨ 払込金額の総額   1,245,500千円 

⑩ 資本組入額の総額   495,550千円 

⑪ 資本準備金組入額   749,950千円 

⑫ 配当起算日 平成17年２月１日 

⑬ 資金使途 百貨店およびショッピングモール

などへの新規出店に係る設備資金

２．新株予約権(ストックオプション)の発行について ２．新株予約権(ストックオプション)の発行について 

 平成17年４月27日開催の定時株主総会において当社

の取締役・監査役及び従業員に対して、商法第280条

ノ20および第280条ノ21に基づき新株予約権(ストック

オプション)の発行を決議しております。 

 平成18年４月27日開催の定時株主総会において当社

の取締役・監査役及び従業員に対して、商法第280条

ノ20および第280条ノ21に基づき新株予約権(ストック

オプション)の発行を決議しております。 

(1）発行する株式の種類および対象株式数 (1）発行する株式の種類および対象株式数 

普通株式1,000株を上限とする。 普通株式1,000株を上限とする。 

(2）新株予約権の行使時の払込金額 (2）新株予約権の行使時の払込金額 

 払込金額は、発行日の属する月の前月各日(取引

が成立しない日を除く)における株式会社ジャス

ダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終

価格の平均値に1.10を乗じた金額(１円未満の端

数は切り上げる)、又は発行日の最終価格(取引が

成立しない場合はそれに先立つ直近日の最終価

格)のいずれか高い金額とする。 

 払込金額は、発行日の属する月の前月各日(取引

が成立しない日を除く)における株式会社ジャス

ダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終

価格の平均値に1.10を乗じた金額(１円未満の端

数は切り上げる)、又は発行日の最終価格(取引が

成立しない場合はそれに先立つ直近日の最終価

格)のいずれか高い金額とする。 

(3）新株予約権の行使期間 (3）新株予約権の行使期間 

平成19年４月28日から平成27年４月27日までの間

で取締役会が定める期間。 

平成20年４月28日から平成28年４月27日までの間

で取締役会が定める期間。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証
券 

その他有
価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

株式会社近鉄百貨店 127,168.660 38,659 

計 127,168.660 38,659 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物      東武百貨店池袋店30,415千円 松坂屋名古屋店26,125千円 西武百貨店池袋店24,855千円 阪急百貨

店梅田店21,465千円 玉川高島屋店17,329千円 そごう大宮店15,853千円他、売場設備の取得による

ものであります。 

  

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物      熊本鶴屋店44,029千円 東武百貨店池袋店13,701千円 松坂屋名古屋店17,282千円 渋谷109-②

17,885千円 西武百貨店池袋店11,852千円 そごう大宮店9,282千円他、売場設備の除却によるもので

あります。 

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 1,788,325 474,499 313,036 1,949,788 1,344,359 392,211 605,429

車両運搬具 13,531 2,838 2,545 13,824 9,020 2,002 4,803

工具、器具及び備品 84,885 35,583 5,977 114,491 66,304 21,453 48,187

土地 298,940 － － 298,940 － － 298,940

有形固定資産計 2,185,682 512,921 321,558 2,377,045 1,419,685 415,666 957,360

無形固定資産   

ソフトウェア 67,232 4,963 － 72,195 24,779 11,908 47,416

無形固定資産計 67,232 4,963 － 72,195 24,779 11,908 47,416

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１ 平成18年１月期の資本金、普通株式、資本準備金の当期増加の要因は次のとおりであります。 

     ①平成17年３月９日有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

      資本金に495,550千円、資本準備金に749,950千円を組入れ、普通株式5,300株を発行。 

     ②平成17年12月28日新株予約権の行使 

      資本金に10,000千円、資本準備金に10,000千円を組入れ、普通株式640株を発行。 

２ 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄の金額は、洗替による戻入額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円）（注１） 150,000 505,550 － 655,550

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注１） （株） (86,400) (5,940) (－) (92,340)

普通株式（注１） （千円） 150,000 505,550 － 655,550

計 （株） (86,400) (5,940) (－) (92,340)

計 （千円） 150,000 505,550 － 655,550

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）（注１） 
株式払込剰余金     （千円） 

100,000 759,950 － 859,950

計   100,000 759,950 － 859,950

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金）   12,500 － － 12,500

 (任意積立金) (注２) 
  
別途積立金 
  

  4,000,000 2,000,000 － 6,000,000

計   4,012,500 2,000,000 － 6,012,500

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注） 46,579 46,005 599 45,980 46,005

賞与引当金 156,060 102,343 156,060 － 102,343

返品調整引当金 23,171 30,065 23,171 － 30,065



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 5,568 

預金の種類 

当座預金 3,369,531 

普通預金 45,262 

定期預金 1,230,078 

計 4,644,872 

合計 4,650,441 

相手先 金額（千円）

株式会社鶴屋百貨店 26,017 

株式会社ボンベルタ 16,017 

株式会社インデアン 4,565 

株式会社ピノキオ 2,100 

大浦株式会社 2,037 

その他 1,286 

計 52,024 

期日別 金額（千円）

平成18年２月満期 25,605 

〃  ３月 〃 15,886 

〃  ４月 〃 10,531 

計 52,024 



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品・製品 

  

ｅ 原材料 

  

ｆ 仕掛品 

  

相手先 金額（千円）

株式会社髙島屋 694,308 

株式会社そごう 351,425 

株式会社近鉄百貨店 283,289 

株式会社伊勢丹 215,409 

株式会社東急百貨店 141,419 

その他 2,916,061 

計 4,601,913 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

5,192,905 32,960,503 33,551,495 4,601,913 88 54

区分 金額（千円）

ジュニアブランド 1,162,642 

ベビー・トドラーブランド 821,420 

ヤングレディスブランド 19,734 

計 2,003,797 

区分 金額（千円）

生地 3,049 

計 3,049 

区分 金額（千円）

ベビー・トドラーブランド 1,122 

ヤングレディスブランド 3,681 

計 4,803 



ｇ 差入保証金 

  

② 負債の部 

ａ 支払手形 

相手先別内訳（設備支払手形を含む） 

  

期日別内訳（設備支払手形を含む） 

  

区分 金額（千円）

三菱地所株式会社 295,402 

青朋ビル株式会社 259,046 

東急商業開発株式会社 132,592 

株式会社大阪マーチャンダイズマート 86,286 

イオンモール株式会社 23,866 

その他 83,222 

計 880,416 

区分 金額（千円）

三共生興株式会社 323,532 

株式会社スミテックス 286,778 

株式会社トーマネ 234,784 

伊藤忠商事株式会社 209,589 

三菱商事株式会社 145,804 

その他 228,436 

計 1,428,925 

区分 金額（千円）

平成18年２月満期 587,158 

〃  ３月 〃 509,085 

〃  ４月 〃 227,081 

〃  ５月 〃 105,601 

計 1,428,925 



ｂ 買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

住金物産株式会社 623,852 

株式会社スミテックス 218,334 

三共生興株式会社 205,623 

株式会社トーメン 111,324 

蝶理株式会社 109,207 

その他 1,086,603 

計 2,354,945 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）１．買取手数料は、以下の算式により算出した１株当たりの金額に１株に対する割合を乗じた金額としております。 

      100万円以下の金額につき          1.150％ 

      100万円超500万円以下の金額につき     0.900% 

      500万円超１千万円以下の金額につき     0.700% 

      １千万円超３千万円以下の金額につき    0.575% 

      ３千万円超５千万円以下の金額につき    0.375% 

       (円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 

      ただし、１株当たり金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とします。 

２．当社は、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

なお、当社定款の定めにより、当社は、端株券を発行いたしません。 

また、当社定款の定めにより、端株主は、利益配当金及び商法第293条ノ５の規定による金銭の分配（以下、「中間配当

金」という）を受ける権利を有しております。 

なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

決算期 １月31日 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券

中間配当基準日 ７月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

名義書換手数料 － 

新券交付手数料 210円 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

買取手数料 （注）１ 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年２月３日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年２月18日及び平成17年２月28日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第10期）（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日）平成17年４月28日関東財務局長に提出。 

(4）半期報告書 

 （第11期中）（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日）平成17年10月25日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年４月２７日

株式会社ナルミヤ・インターナショナル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１６年２月１日から平成１７年１月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１７年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年３月９日に株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場した。株式

上場にあたり、会社は平成１７年２月３日及び同年２月１８日開催の取締役会において新株式発行を決議し、平成１７年３月８日に

公募による1,245,500千円の払込が完了した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

 
中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 高 橋 廣 司  

       

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 坂 本 裕 子  

       

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 湯 浅 信 好  

       



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２７日

株式会社ナルミヤ・インターナショナル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象１．に記載されているとおり、当事業年度末以降に新株予約権の行使により発行済株式総数が16,960株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ265,000千円増加している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 田 征 仁 
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